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研究成果の概要（和文）：本研究は、発達障害の子どもをもつ母親の養育スタイルや日常の生活がどのように変
化していくのか、そのプロセスと影響要因を明らかにすることを目的とした。
　相互交渉場面での発話分析や質問紙よる食物嗜好の分析から、発達障害児をもつ母親の特徴的なかかわりや、
自閉症的傾向が高い児は食行動の問題を多く抱えていることが明らかとなった。また、発達障害児の母親に対す
る半構造化面接では、育児上で困難点や、今後の集団生活での心配事について聞き取り、質的帰納的に分析した
ところ、母親の子どもの特性に気づいた時点から現在の育児にいたるまでのプロセスが得られた。これらの結果
から今後の支援に必要な視点が得られた。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to determine what factors may influence processes 
related to changes over time in parenting style for mothers of children with developmental 
disorders. The study consisted of two analyses. An inductive analysis of qualitative data identified
 environmental factors relating to mothers' behaviors, and an objective observation of the mothers’
 behavior in actual interactions with their children. Suggestions for what future support for these 
mothers should entail was discussed.
 Semi-structured interviews were performed on a sample of mothers of children with developmental 
disorders. Results of the qualitative analysis of the interviews described the parenting change 
process from the time the mothers became aware of their child’s disability to the present. Based on
 these analyses, viewpoints were offered on future support that should be provided for mothers of 
children with developmental disorders.

研究分野： 地域看護学　母子保健
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

発達過程にある子どもにとって養育環境、

特に家族や夫婦関係、親のストレスを含む家

族要因や、貧困などの親の社会的・経済的要

因などが、子どもの成長発達に影響すること

が知られている（例えば Lyouns-Ruth and 

Zeanah, 1993）。また近年、これらの養育環

境も、少子化、女性の就労率の増加や経済格

差など、大きく変化し多様化してきている。 

子どもの発達の最も重要な要因のひとつで

ある母親のかかわりについては、定型発達児

や発達障害児の母子の研究で明らかとなっ

ている。例えば、母親は遊びや食事時間にお

いて、子どもがわかりやすい大きな動作や、

抑揚をつけた高い声での話しかけなど、明示

的な手がかりとなる行動を用いて、子どもの

注意をひきつけ、維持している。しかし、母

子関係を評価する上で、このような母親の養

育スキルだけでなく、実際の育児をとりまく

環境の安定と母子の関係性は相互作用の上

で形成されていることをふまえる必要があ

る。つまりその時の夫婦関係や家族関係を含

め、その心身の健康や生活水準の維持、自己

実現の機会、幸福の追求といった基本的な欲

求についても考える必要がある。 

次に、発達障害児の場合においては、母親

は定型発達児の母親よりもこの明示的な手

がかりを多く用いて母子相互交渉を成立さ

せ て いるこ と が明ら か となっ て い る

（Shizawa et al., 2013）。これは、相互交

渉成立には母親の積極的介入が重要である

ことを示唆している。また、発達障害児の母

親は、他の疾患と比較して障害がみえにくく、

障害受容の面で不安や困難が多いこと（例え

ば山根, 2010）などから、育児困難感を持ち

やすいことが指摘されている。したがって、

発達障害児支援において、母子相互交渉で重

要な役割を担う母親の支援は大変重要であ

り、母親の実際のニード把握は、効果的な支

援上、必要不可欠である。現時点における日

本の発達障害児への支援は、法的整備を含め

問題が山積しており、母親など家族を含めた

支援体制の早期の整備が望まれている。 

早期発達支援制度については、米国では

1980 年代半ばから整備され、その基本的な理

念として「子ども中心」のサービスから「子

どもを含めた家族を中心とするサービス」へ

の転換がはかられている。このため、家族ア

セスメントの重要性が指摘され、その手法に

ついても多くの研究がなされている（例えば、

Bailey et al., 1988; Bailey, 1996）。し

かし、前述したとおり日本では家族アセスメ

ントにおいて発展途上にあり、子ども中心の

アセスメントで留まっていることが多い。ま

た、育児支援の研究でも、近年課題となって

いる母親の就労問題など経済状況を含め検

討できているものが極めて少ない。 

 

２．研究の目的 

本プロジェクトでは、発達障害児をもつ母

親の実際のやりとりや困りごとについて行

動観察と質問紙調査で実態を把握した研究

と母親の語りを質的帰納的に分析した研究

の 2つの視点で実施した。 

１）発達障害児とその母親のやりとりについ

て 

①食事場面を用いて、発達障害児とその母

親のやりとりにおいて、母親の子どもに対す

る促し行動その効果について探索的に検討

することを目的とした。 

②発達障害児が抱える偏食の程度について

捉え、感覚特性の視点からその要因を探索す

ることを目的とした。特に感覚特性の中でも

口腔感覚を中心に検討した。 

③地域在住の幼児の養育者を対象に、幼児

期の子供が抱える食行動の問題の実態を把

握し、その関連要因を明らかにすることを目

的とした。上記①②で明らかになった食行動

の問題について、定型発達児も含めてどのく

らいの頻度のものであるか、その要因を明ら



かにするために、食行動の問題の要因として

個人要因である自閉症的特性や感覚特性と、

環境要因である育児環境について焦点をあ

て検討した。 

２）発達障害児をもつ母親の育児状況や就労、

家族関係といった養育環境を多角的に検討

し、かかわりの難しい発達障害児に対する母

親の養育行動プロセスの影響要因を明らか

にする。特に、母親自身の自己実現や幸福感

といった心理的側面と、経済面を含む社会的

環境要因との関連について検討することを

目的とする。 

 

３．研究の方法 

１）①A 病院入院患児のうち、DSM-Ⅳ-TR を

用いて自閉症スペクトラムと診断された

DQ70 以上の 2 歳～6 歳までの児とその母親

14 組（男 12 名、女児 2 名）を対象とした。

病室における昼食場面をビデオで撮影し、行

動指標を用いて分析した。Orrell-Valente et 

al.(2007)を参考に母親の促し行動（12 カテ

ゴリー）、およびその他のかかわり行動（2カ

テゴリー）、さらにそれらの促し行動に対す

る児の応答についてそれぞれ分類し、観察時

間あたりの生起率を算出した。 

②A 病院入院患児のうち、DSM-Ⅳ-TR を用い

て自閉症スペクトラムと診断された 2 歳～6

歳までの児とその母親 22 組（男児 20名、女

児 2名）を対象とした。半構造化面接におい

て、事前に配布した自記式質問紙を基本に子

どもの生育歴、家族構成、発育・発達歴、体

格指標、食行動評価項目、食品における好き

嫌い品目、および感覚特性を把握し、その内

容を確認しながら母親の食事意識等を聞き

取った。 

③対象は、A 県 2 市において研究協力の同意

が得られた保育所、幼稚園、療育機関に通う

4～6歳児 1,678 名とその養育者であった。協

力機関を通じて養育者に無記名自記式質問

紙を配布し、回答は協力機関に設置した回収

箱および郵送で回収した。調査項目は、子供

の生育歴、家族構成、養育者による食行動評

価、対人応答性尺度（Social Responsiveness 

Scale; SRS）日本語出版準備版（神尾, 2014）、

日本感覚インベントリー（Japanese sensory 

inventory revised; JSI-R：太田, 2002）、

および育児環境指標（Index of Child Care 

Environment；ICCE：安梅ら，2004）であっ

た。統計学的解析は、χ2 検定、Fisher の正

確率検定、重回帰分析を行った。 

この研究は、京都大学の医の倫理委員会の

承認を得て実施した（E2358）。 

２）DSM-5 を用いて自閉症スペクトラムと診

断されている子ども（36 か月から 72 か月）

とその母親４組を対象とした。方法は、まず

質問紙調査用紙を用いて基本属性、育児情報

（育児ストレス、母親の就労、世帯収入、保

育所や幼稚園、療育教室等の利用状況など）

について母親に記入してもらった後、育児の

上での困難観等について半構造化面接で聴

き取った。面接項目は、「ここ最近の一日の

過ごし方について」「子どもとの生活につい

てどのように思っているのか、これまでの変

化などについて」「現在の状況を受け止める

中で、自分自身に関して思っていることにつ

いて」「これから子どもが保育園や幼稚園な

どの集団生活に参加していく（した）上で心

配なことについて」を聞き取った。 

この研究は、京都府立医科大学倫理委員会

の承認を得て実施した（ERB-E-375）。 

 
４．研究成果 

１）上記①の研究について、食事中の母親の

子どもへの促し行動では、「中立的な促し」

が多く、先行研究と同様の傾向であった。ま

た、子どもの応答率も良く、端的な方略とし

て適していると捉えられた。次いで多かった

のは、本人の意思を確認しながら促す行動で

ある「意思確認」であった。これは、頻度的

に高く用いられていたが応答率は低かった。

発達障害児は障害特性上「意思伝達」に困難



さがあることから、促す時に用いるには配慮

が必要な方略であると考える。子どもの応答

率で最も高かったのは「称賛」であり、定型

発達児と同様の効果が示された。しかし、生

起率は他の方略より低く、多用されていない

ことから、今後は、行動の頻度だけでなくや

りとりの文脈やタイミングなど、質的な側面

を検討することによってやりとりの詳細が

明らかにとなると考える。 

２）上記②の研究では、詳細の事例検討によ

る食行動での困難さと口腔内の感覚過敏と

の関連を検討した。結果として、子どもが嫌

いな食品数と口腔の感覚を評価した感覚ス

コアとの明確な関連性は認められなかった。

しかし、実際に偏食があることが多いことや

苦手な食べ物に共通性が認められたことか

ら、特定の食物と口腔の感覚過敏が関連して

いる可能性が示唆された。また、口腔内の感

覚評価において同程度の困難さを示してい

たとしても、その背景にある問題は個人によ

り異なっていた。刺激に対する過敏性だけな

く固執性などの障害特性が栄養面での影響

を与えること（Lane et al., 2014）からも、

より多角的な視点で評価し対応していく必

要性が示唆された。また、感覚鈍麻は一見、

好き嫌いがなく他の問題行動も少なく受け

とめられるため、周囲から気づかれにくい。

感覚面、口の機能の発達を含め総合的な評価

を行い、その子どもの特性に会わせた介助を

行うことで、本人の食べる機能の発達を促し

ていく必要があると考える。 

３）上記①②の調査を踏まえて上記③の調査

において、自記式質問紙調査が実施された。

結果は、843 人から回答を得て（回収率

50.4％）、有効回答数は 583 人（有効回答率

34.7％）であった。養育者の捉える食行動の

問題数は、一人平均 2.43±2.26 個、男女共

に約 4割に偏食が認められた。食行動の問題

数と関連要因についての重回帰分析では子

供の食行動の問題数と有意な正の関連を示

した変数は、SRST 得点 total（β＝0.188, 

P<0.001）、JSI-Rの味覚（β＝0.319, P<0.001）、

聴覚（β＝0.168, P<0.001）、ICCE の人的か

かわり（β＝0.096, P<0.010）と社会的サポ

ート（β＝0.085, P=0.022）であった。一方、

負の関連を示したのは、JSI-R の嗅覚（β＝

-0.108, P=0.013）ときょうだい（β＝-0.091, 

P=0.010）、および年齢（β＝-0.077, P=0.029）

であった。本研究において、「偏食」や「じ

っと座っていられない」はこの時期に典型的

な食行動の問題と考えられた。また、食行動

の問題数と、自閉症的傾向や感覚特性との関

連が明らかとなり、そのうち直接的な味覚、

嗅覚だけでなく、聴覚の関連が認められたこ

とから、味や香りだけでなく、感覚特性全体

を捉える評価の必要性が示唆された。さらに、

食行動の問題数には、自閉症的傾向、感覚特

性などの個人要因だけでなく、人的かかわり、

社会的サポートなどの育児環境要因につい

ても関連が認められた。食行動の問題に対す

る指導には、これらの関連要因を総合的に検

討することの重要性が示唆された。 

２）この研究では、上述してきた研究①～③

を踏まえ、母親が抱える実際の育児上の困難

感とこれまでの子どもとのかかわりの中で

感じてきた育児観についての語りを得た。 

 結果として、母親は子どもの障害について

は「子どもが話せるようになる」や「大事な

ことが伝わる」「ずっと抱っこしていなくて

も良くなった」と感じられるまでは子どもと

のやりとりに悩みをかかえており、周りの子

どもやきょうだいと比べることで違いを感

じ、さらに迷うなどの語りが得られた。また、

子どもために時間的に拘束されることや困

難さは「それが生活」と日常生活になってお

り、困り感はあっても窮屈さや負担ばかりで

はないことが明らかとなった。また、幼児期

ではまだ将来的な見通しがたっていない母

親が多く、子どもが保育園や幼稚園などの集

団に入ることは「成長への期待」と「新しい



環境についていけるか不安」と相反する思い

があり、また、「自身の就職などの将来的な

期待」とがあることが示された。集団に入れ

るかどうかは子どもだけでなく、母親の生活

スタイルや将来像にも影響することから、子

どもだけでなく母親の不安や思いに対する

精神的サポートの必要性が確認できた。今後

は、対象数を増やし、さらに障害程度や家族

の支援体制の有無などについてもさまざま

な家庭における調査を行い、養育行動のプロ

セスと要因について検討していく。 
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